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本日の話題

• スマートグリッドとわが国のニーズ

– スマートグリッドの概念と期待

– 東日本大震災とスマートグリッド

• 電力中央研究所の次世代グリッド研究

– 次世代グリッド研究の概要

– 需要家からの視点

• 注目されるデマンドレスポンス

• まとめ
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スマートグリッドとわが国のニーズ

スマートグリッドの概念と期待

東日本大震災とスマートグリッド

3

フォーラム事務局，2010：「スマートコミュニティフォーラムにお

ける論点と提案～新しい生活，新しい街づくりへの挑戦～」



スマートグリッドの概念

• 定義は明確ではないが，共通する点として，

– 電気とＩＴとを融合（インテリジェント化）

– 供給サイドと需要家サイドの相互連携

– 再生可能エネルギーの大量導入

– 電気の効率的利用（省エネ，CO2削減等）

http://www.eenews.net/public/climatewire/2009/10/22/1
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海外で言われているスマートグリッドへの期待

Smart Grid is: メリット 説明

Intelligent 高信頼度
電力系統の状態を常に監視し、系統を自動制御すること
停電リスクを最小化できる

Efficient 高効率
追加の設備投資を回避しつつ、増大する電力需要に対応
できる

Accommodating 新しい技術への
適応

再生可能エネルギーや電力貯蔵など新しい技術を
電力系統に接続・活用できる

Motivating 多様な消費者
ニーズへの対応

消費者と電力会社の間の双方向通信を用いて、消費者が
個々の嗜好にあった電気の使い方を選択できる

Opportunistic 新たなビジネス
の創出

プラグアンドプレイ技術を活用して、新たなビジネスチャンス
が生まれる環境を創出できる

Quality‐focused 高電力品質 デジタル社会に相応しい高品質の電力を供給できる

Resilient 障害回復力に優
れる

電力インフラへの攻撃や自然災害によって生じる電力系統
の障害から速やかに回復できる

Green 高い環境性能 環境負荷を低減し、地球温暖化防止に貢献できる

出所）DOE, The Smart Grid: an introduction, Feb., 2009
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わが国における
スマートグリッドへの様々な期待

新成長戦略
新成長戦略：グリーンイノベーションとし
て、輸出も含めて50兆円の市場創出、
140万人の雇用創出を目標(2020年)
スマートグリッドはグリーンイノベーション
の中核技術

エネルギー地産地消
地域のエネルギー自立
（地域で作ったエネルギーを地域で使う

ライフスタイル）
地域活性化・町おこし・グリーンジョブ
緑の分権改革

環境未来都市
次世代エネルギー・社会システム

実証事業 （横浜、豊田、けいは
んな、北九州）

先進的情報通信・エネルギー・交通
システム＋自然との共生

が日本流・・海外へ発信

第二のインターネット
全ての機器（家電、自動車等）が

インターネットに繋がり、情報を
発信

ライフログ(生活履歴)の分析・活用を通
じた新たな価値（サービス）の創出

見守り、安全、安心・・・
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新成長戦略の概要

• 7つの戦略分野

• 21ヶの国家戦略プロ

ジェクト

– 新たな需要と雇用を創造

– デフレ傾向を脱却

– 2020年までに名目成長
率3%、実質成長率2%を

上回る経済成長

• 7つの戦略分野

– (1)グリーンイノベーション

– (2)ライフイノベーション

– (3)アジア展開

– (4)観光立国・地域活性化

– (5)科学・技術・情報通信

– (6)雇用・人材

– (7)金融
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新成長戦略における位置付け
「元気な日本」復活のシナリオ（平成22年6月）

グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

【2020年までの目標】 ・新規市場50兆円超，新規雇用140万人
・日本の技術で世界の排出13億トン削減

【グリーン・イノベーションに
よる成長とそれを支える資
源確保の推進】
（「7つの戦略分野」より）

・電力供給側と電力ユーザー側を情報システムでつなぐ日
本型スマートグリッドにより効率的な電力需給を実現し、家
庭における関連機器等の新たな需要を喚起することで、成
長産業として振興を図る。さらに、成長する海外の関連市
場の獲得を支援する。

【「環境未来都市」構想】
（21の国家戦略プロジェクト）

・スマートグリッド、再生可能エネルギー、次世代自動車を
組み合わせた都市のエネルギーマネジメントシステムの構
築、事業再編や関連産業の育成、再生可能エネルギーの
総合的な利用拡大等の施策を、環境モデル都市等から厳
選された戦略的都市・地域に集中投入する。
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「環境未来都市」構想のコンセプト
中間取りまとめ（案）（平成23年2月）
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新成長戦略実現2011
2011年に見込まれる主要な成果と課題

• 「固定価格買取制度」の導入等による再生可能エネ
ルギー・急拡大
– スマートグリッド導入、系統運用ルール策定、系統連系

量の拡大施策等電力システムの高度化

– 【課題】 次世代送配電システム制度検討会及びスマート
メーター制度検討会の検討結果を踏まえた、電気事業
分科会における制度的な対応等の検討。

– 総合的なグリーン・イノベーション戦略の策定

– 【課題】 民生部門等の削減にも寄与する戦略とし、国民
各層の理解と支持を得ることが必要。
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エネルギー地産地消

• 地域で生産されるエネルギーを地域で使うこと。具体的には
以下の2つの文脈で語られている；

– 地域に存在する再生可能エネルギー電源の出力変動を、地域単位の エ
ネルギーマネジメントによって吸収する

– 地域で生産される再生可能エネルギーを地域で大切に使う、環境に
優しいライフスタイルを確立し、地域の魅力を高める

「次世代エネルギー・社会
システム協議会中間とりまとめ
(2010年1月)」では、

前者により、電力ネットワーク
の負荷が軽減されるとしている

後者による地域の活性化を
期待する自治体等もある
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第二のインターネット

消費者
出所) http://www.jipdec.or.jp/archives/ecom/smarthouse/pdf/smarthouse2010.3.pdf

• パソコン・携帯電話だけでなく、全ての機器(家電、自動車等)が
インターネットに繋がる(モノのインターネット)

• 消費者の生活履歴(ライフログあるいはPoint of Use)を
分析・活用した新たなサービスの創出を期待

• 例えば：

– エネルギー管理

– 見守り・ホームセキュリティ

– 家電機器の使用実態
把握 (家電ﾒｰｶｰに利用価値)

– 遠隔操作による家電修理・機能追加

– 個人の行動パターン・嗜好に応じたプッシュ広告
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東日本大震災に起因する
電力供給不足の経済影響

• 需要面（自粛など）より供給面（部品調達など供
給制約）の縮小が大きい
– 2011年度の民間最終消費支出減は、1.2％

– 短期的なマイナス影響緩和には、生産のサプライ
チェーン回復と電力制約の解消が必要

– 参考：今後、企業活動への影響が懸念される最大の
要因は、電力不足（これまでは消費マインド悪化）。
日本政策投資銀行調査（2011年7月）

• 2011年第4四半期にはマイナス影響が解消

出所） 浅野，「需要家の節電行動」，平成23年 電気学会B部門大会震災特別セッション
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2011年夏季最大日の節電効果

出所）経済産業省資源エネルギー庁，および東京電力プレスリリース

大口:▲600万kW(29%)

小口:▲400万kW(19%)

家庭:▲100万kW(6%)

14



関東エリアの今夏の最大電力
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東京電力発表のデータを編集。横軸の目盛りは，例えば「3月7日週」の場合，3月7～13
日までの7日間を指す。縦軸の数値はこの7日間での最大需要電力である。 15



経産省電力需給対策フォローアップ
2011年10月14日

需要家種別 概要

大口 １．大口需要家（約30件のヒアリング）においては、気温の影響にかかわらず確実な需要抑制

が実施された一方、減産を回避するための自家発電の活用や生産調整等のためのコストが
発生。
２．生産部門の占める割合が大きい企業や、一定期間の通電が不可欠な生産設備等を設置
する業種においては、照明（間引き、LED導入）や空調（28℃設定）、操業日シフトによる対応

のみでは、目標の達成が困難。
３．多くの業種では、生産・操業等への影響を最小限に抑えながら節電できる範囲は、空調、
照明等の業務部門における対応を中心としたものであり、その範囲は、業務部門の比率の小
さな業種もあることから概ね▲0～15％程度。

小口
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供給力の上積みにより節電の
必要な時間帯は大幅に減少

出所） 浅野，「需要家の節電行動」，平成23年 電気学会B部門大会震災特別セッション

 

供給力(揚水発電分含まず)
(約4650万kW )

時間数(時)

電力需要(万kW)

520時間程度
→7-9月平日のほぼ毎日(55日間程度)の10-21時。

6000

4650

必要な供給力あるいは節電量(約1350万kW)

2011年夏の負荷持続曲線のイメージ
(2011/4/8時点までの情報より)

 

時間数(時)

電力需要(万kW)

120時間程度
→7-9月の平日のうち、需給逼迫しそうな日(20日間
程度)の11-18時。

6000

4650

必要な節電量(約570万kW)
※但し、運転予備率5%を考慮すると約830万kW必要。5430

供給力(揚水発電分含む)
(約5430万kW)

(5170)

2011年夏の負荷持続曲線のイメージ
(2011/5/13時点までの情報より)
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出所） エネルギー需給安定行動計画（案）エネルギー・環境会議（平成23年11月） 18



日本のエネルギー戦略の変遷
エネルギー・環境会議（平成23年7月）

• 戦略の基本理念

– 新たなベストミックス実現

– 新たなエネルギーシステム実現

– 国民合意の形成
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電力中央研究所の
次世代グリッド研究

次世代グリッド研究の概要

需要家からの視点
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PV出力特性把握・
出力予測

設備診断技術高度化

系統電源と協調した
需給運用

配電系電圧管理の高度化

需要家側との連携を考慮
した運用

単独運転防止/FRT

安定度面からの
課題解明

安定化方策

デマンドレスポンス
新型配電機器

センサネットワーク

アセットマネジメント
次世代電力
機器

需要家を含む情報通信インフラ

エネルギーマネジメント(EMS)の高度化

EV/PHEV充電インフラ高度化

太陽光発電 2800万kW 5300万kW

設備集中高経年化

省エネ・電化 エネルギー利用見える化 HEMS/BEMS PHEV/EV

第1次リプレース 第2次リプレース

2010 2020 2030

②停電リスク
極小化

③設備維持・
管理高度化

④需給一体での
エネルギー
有効利用

①PV大量導入
対応



電中研の取り組み:次世代グリッド研究

• 将来の電力供給インフラに必要となる技術開発

を2008年より実施

• 供給サイド

– 再生可能エネルギーの活用

– 高い供給信頼度の効率的な維持

• 将来の需要家サイド

– 需給一体化，デマンドレスポンス
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太陽光発電等の大量導入に伴う
電力系統上の主な課題
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余剰電力の発生 周波数調整力の不足

配電系統における電圧上昇



エネ庁：次世代送配電ネットワーク研究会 報告書 より

PV電力余剰への対応策

蓄
電
池

出
力
抑
制

蓄
電
池

出
力
抑
制

① PV出力抑制

② 電力貯蔵（蓄電池,EV）

③ 自家消費（含む需要創出）
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2 安定運用を確保し大規模停電のリスクは極力小さいこと
擾乱・停電回復力に優れていること

3 設備維持管理の高度化，リプレース等を通じて設備面で
時代ニーズに対応すること

1
再生可能エネルギー（主として太陽光発電）の有効活用を
可能とすること

4
省エネ・エネルギー有効利用を需要家と一体的に実現

可能とすること
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電中研が考えるわが国の
スマートグリッドの要件
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石炭ガス化

EV

Charger

配電系統
（需要地系統）

集中形電源
（低炭素排出，高効率）

電気利用
（高効率，電力シフト）

送電系統

高効率火力

蓄電池

情報

電気

センサ/制御

センサ/制御

需給両サイドの連携
（需給一体化）

需給両サイドの連携需給両サイドの連携
（需給一体化）（需給一体化）

再生可能エネルギー
（主に太陽光）の導入

再生可能エネルギー再生可能エネルギー
（主に太陽光）の導入（主に太陽光）の導入

広域・高度監視制御広域・高度監視制御広域・高度監視制御
分散形電源

（太陽光，風力）

新型
配電機器

需要家
情報端末

需要地系統

電中研・次世代電中研・次世代
グリッドのイメージグリッドのイメージ
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風力風力 太陽光太陽光

送電系統

給電指令所給電指令所

配電系統

電力網電力網

情報･通信網情報･通信網

通信線

高圧配電線

原子力原子力

ヒートポンプヒートポンプ 電気自動車電気自動車

住宅用太陽光住宅用太陽光

発電(大規模電源)

需要家

太陽光
パワコン

スマートメーター

見える化端末（宅内表示器）

ＥＶ
インターネット回線インターネット回線
などなど

ｴｺｷｭｰﾄ

組み合わせ組み合わせ
制御制御

サーバ

ﾎｰﾑｹﾞｰﾄｳｪｲ

電気料金や系統状況
に関する情報

分散型電源



新計量システム(スマートメーター)

スマートメーターの要件：①遠隔検針、②遠隔開閉、③電力等使
用情報(30分値、原則翌日までにデータ提供)。HAN(Home 
Area Network)との接続は今後の検討課題。

政府の普及目標：費用対効果等を考慮しつつ、2020年代の早

い時期に、原則全ての需要家にスマートメーターを導入する。

新計量システムの実証実験を電力各社が実施中(2008年度～)。
スマートメータの便益：①電力会社の業務効率化、②省エネ・省
CO2・負荷平準化(見える化、デマンドレスポンス、EVやPVなど

機器の最適制御）
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出所） 九州電力



スマートメーター導入のメリット

• （１）電力会社等における業務効率化

– 計量関係業務の遠隔実施による業務効率化

– 遠隔監視による停電範囲の早期特定

– 時間毎の計量値に基づく柱上変圧器等の配電設備
に関する設備形成の合理化

• （２） 省エネ・省ＣＯ２・負荷平準化

– 消費量・電気料金等の見える化による省エネ

– 料金プログラム（例えば需給状況等に連動した価格
設定）等の経済的
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スマートメータの電気料金への影響と
消費者便益:北米の例

費用：スマートメータ導入費用のうち50%はサーチャージとして電気料金に

上乗せして回収する。サーチャージは$3.05-3.24/月。期間は12年間

便益：スマートメータ導入によって電気代を削減できる。卸電力価格が下がる

こと、時間帯別料金(TOU)など様々な料金メニューを容易に選択できること、

消費者自身が電気の使い方を変えることで削減できる

費用：スマートメータ導入費用のうち50%はサーチャージとして電気料金に

上乗せして回収する。サーチャージは$3.05-3.24/月。期間は12年間

便益：スマートメータ導入によって電気代を削減できる。卸電力価格が下がる

こと、時間帯別料金(TOU)など様々な料金メニューを容易に選択できること、

消費者自身が電気の使い方を変えることで削減できる

費用：スマートメータ導入費用は電気料金に上乗せしない

便益：スマートメータ導入と同時に時間帯別料金へ移行する。電気代を削減

できるか否かは、消費者自身の電気の使い方に依存する

費用：スマートメータ導入費用は電気料金に上乗せしない

便益：スマートメータ導入と同時に時間帯別料金へ移行する。電気代を削減

できるか否かは、消費者自身の電気の使い方に依存する

Center Point Energy（テキサス）

Chattham‐Kent Energy（オンタリオ）

29



スマートグリッドの
セキュリテイ・リスクとプライバシー問題

• スマートメータ導入によって電力会社が取得す
るデータの種類と量が大幅に増える

– 従来：契約者の住所・氏名、契約種、月別電力消費

– 導入後：短時間間隔の電力消費、(スマート家電の
場合)保有する家電種類と機器別電力消費

• サイバーセキュリティリスク

• プライバシー問題

– 家庭：居住者の生活パターン

– 産業・業務：生産・業務プロセス

30



電力消費データから生活パターンの推測

31
出所） Elias Leake Quinn, Smart Metering & Privacy: Existing Law and Competing Policies, Spring 2009
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注目されるデマンドレスポンス

32

DOE, 2006, Benefits of Demand Response in Electricity 
Markets and Recommendations for Achieving Them.



ピークロードプライシング

• 公共的なサービスの価格を時間帯で調整すること
で，需給の量を調整する
– 鉄道（繁忙期，閑散期の料金の違い）

– タクシー（深夜割増）

– ガス，電話（季節別，深夜割引）

– 航空

– 銀行のATM
– 駐車場（コインパーキングは昼と夜で料金が異なる）

– 道路（ロードプライシング，Road Pricing）

など

33
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公共料金政策のそもそも論

• 公共料金政策：効率的な資源配分，公平な供給
と負担，安定供給の確保の３つの要点を達成

• デマンドレスポンスについては

– 技術面：時間帯別に課金することができるか
• ICTの進展と費用低下に依存か

– 受容性：単なる値上げと受けとめられてしまう

• 利用者にどれだけ選択肢があるか（通勤ラッシュに対する
時差通勤など）

• 低コスト化達成のタイムラグ

34



35出所）Gelling and Smith, Demand‐Side Management, Proceedings of the IEEE, Vol77, No.6, June 1989



わが国の電気料金（選択約款）

• 1995年以前
– 電気事業法第21条ただし書き：季節別時間帯別料金制度・

需給調整契約制度など

• 1995年電気事業法第19条第3～5項
– 一般電気事業者の用に供する設備の効率的な使用に資する

と見込まれる料金メニューについては，選択約款として届け
出制で設定・変更できる

• 1999年電気事業法第19条第6項
– 「設備の効率的な使用」＋「その他の効率的な事業運営（口

座振替割引など）」

• 2000年以降
– 自由化対象の需要家に対しては，選択約款は対象外

36



DRの定義
米国エネルギー省（DOE）

• 時間的に変化する電力価格，もしくは卸電力価
格高騰時や需給逼迫時に電力使用を減らすよう
に設計された報酬に反応して，最終需要家自ら
が通常の電力消費パターンから電力使用を変
化させること

• Changes in electric usage by end-use customers from their normal consumption patterns in response to changes in the 
price of electricity over time, or to incentive payments designed to induce lower electricity use at times of high wholesale 
market prices or when system reliability is jeopardized.

37

DOE. 2006. Benefits of Demand Response in Electricity Markets and 
Recommendations for Achieving Them, U.S. Department of Energy.
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電力系統の計画・運用におけるDRの役割

年 間 の

系 統 計 画
省エネ

月 間 の

運 用 計 画

前 日 の 経 済

運 用 計 画

当 日 の 経 済 負 荷 配 分

給 電 の

十 数 分 前

時間帯別
料金(TOU)

Day‐Ahead Hourly
Program (RTP) /CPP

Real‐Time Hourly
Program (RTP)/CPP

容量/アンシラリー

サービスプログラム

需要側入札/
買戻し

緊急
プログラム

遮断可能
プログラム

直接負荷
制御

負荷削減の
「受渡し」

コミットメント 給電指令

DOE, 2006: “Benefits of Demand Response in Electricity Markets and Recommendations for Achieving Them”



さまざまなDR
NERCによるDR（料金メニュー）の整理

DRプログラム

信頼度維持のためのDRプログラム
(Reliability)

Direct Load Control （直接負荷制御）

Interruptible Demand （遮断可能電力）

Critical Peak Pricing with Control
（制御を伴う緊急ピーク料金）

Spinning Reserves （同期予備力）

Emergency （緊急時）

需要家の経済的な判断によるDRプ
ログラム (Economic)

Demand Bidding & Buyback
（需要側入札と需要買い戻し）

時間によって電気料金が異なるDRプ
ログラム (Time-Sensitive)

Time-of-Use（時間帯別料金）

Critical Peak Pricing （緊急ピーク料金）

Real Time Pricing （リアルタイム料金）

39

NERC, 2007. Data Collection for Demand-Side Management for Quantifying Influence on Reliability- Results and 
Recommendations, North American Electric Reliability Corporation, December.



デマンドレスポンス(DR)プログラムの

料金メニュー

時間帯別料金（Time-of-Use [TOU] Rate）

緊急ピーク時課金（Critical Peak Pricing [CPP]）
需給逼迫の予想される日（緊急ピーク発動
日）のピーク料金を通常のピーク料金よりも
高くする（需要家には前日に通知）

リアルタイム料金（Real-Time-Pricing [RTP]）
発電コスト部分について，卸電力市場（前日
市場）の価格をそのまま適用する

ピークタイムリベート（Peak-Time Rebate [PTR] あ
るいはCritical Peak Rebate）

緊急ピーク時に需要を削減した需要家に通
常よりも高い価格で払い戻しをする

時間帯別料金（３時間帯）時間帯別料金（３時間帯）

オフピーク

ミドル ミドル
ピーク

オフピーク

セント

時

緊急ピーク時課金（緊急ピーク発動日の場合）緊急ピーク時課金（緊急ピーク発動日の場合）

オフピーク

ミドル ミドル
ピーク

CPP

オフピーク

セント

時

リアルタイム料金リアルタイム料金

セント

時40



DR料金メニューの設計項目

• 対象需要家
– 産業用，業務用，家庭用

– 規模（口数と一口あたりの需要規模（≒負荷削減量））

• 変動料金か，リベートか
– 負荷削減量に対して，協力報酬を支払うリベート型メ

ニュー（需要側入札，需要買い戻し）では，負荷削減量を
計算するためのベースラインが必要

• 事前通知時間，年間（シーズン）発動回数

• その他
– 料金移行時の需要家保護，需要データの保持

41



米国における地域別のDRポテンシャル

42

出典：FERC, National Action Plan on Demand Response, Docket No. AD09‐10, 2010年
（http://www.ferc.gov/industries/electric/indus‐act/demand‐response/dr‐potential/action‐plan.asp）

ピ
ー

ク
需

要
に

対
す

る
割

合

通常ケースと参加義務ケースとのギャップ：

通常【推計ケース】 拡大通常 選択参加（opt‐out） 参加義務



ニューヨークISO： EDRPのインパクト

リ
ア
ル
タ
イ
ム
価
格

リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
電

力
需

要
(G

W
h
)

FREC: “Assessment of Demand Response & Advanced Metering”, Staff Report, AD-06-2-000, Aug. 2006.

(2002)

予備力低下

⇒価格の高騰
EDRPの発動により
価格の高騰を回避

43



44

電力会社と需要家の間の通信技術
Open Auto-DR (Open ADR)のシステム構成

LBNL, 2009. Open Automated Demand 
Response Communications and 
Specification (Version 1.0), Prepared for 
California Energy Commission, Prepared by 
Lawrence Berkeley National Laboratory and 
Akuacom, CEC-500-2009-063.
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DRによる負荷削減の例
PG&E CPPプログラム概要

• 需要家規模200kW以上，業務・産業需要家
• 域内5地点の予想最高気温の平均値が閾値を越えると発動
• CAISOの特別警報でも発動
• 年間12回まで発動，夏期（5月1日から10月31日）平日のみ
• 前日正午に通知
• 緊急ピーク価格

– Moderate-Price Period (MPP)
• 正午から午後3時まで
• 標準料金（部分ピーク）の3倍

– High-Price Period (HPP)
• 午後3時から6時まで
• 標準料金（ピーク）の5倍

• 平常時は終日割引
– 部分ピークで$0.006～0.016/kWh
– ピークで約$0.019～0.036/kWh
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Average, without Auto DR: 1.39%

Average, with Auto DR: 6.47%

DRによる負荷削減の例
PG&E CPP 負荷削減結果

• Auto DRを採用しているサイトの方が負荷削減率が大きい
• 需要家規模はあまり関係ない
• サイトごとの負荷削減目標値が入手できないので，ばらつきを論じる

のは難しい



事前通知時間による負荷削減量の変化

47
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家庭用スマートメーターの事業性評価の例：
カリフォルニア州のPG&E

PG&E社は、デマンドレスポンスの便益を比較的小さく見積もっている。

メータ本体
ネットワーク
設置費用
ITシステム

システム統合
プロジェクト管理

運用管理

デマンド
レスポンス

検針

オペレーション
の効率化

費
用
の
90
％

差引で4%のベネフィット

コスト ベネフィット

デマンドレスポンスによる便益
（回避された発電費用や設備

投資額）は総費用の約1割に相

当すると仮定

デマンドレスポンスによる便益
（回避された発電費用や設備

投資額）は総費用の約1割に相

当すると仮定

CO2排出削減など社会的便益も
ありうる

電力会社（SCE）によっては、コストの
約50%を社会的便益とDR便益で
見ている

便益は、動的料金制の参加率や
価格弾力性の想定など幅のあるもの

実証試験を踏まえて、これらの
パラメータを推定すべき

48



米国における家庭用デマンドレスポンス
プログラムによるピーク電力削減効果

プログラム名称 州 時期 参加者数
実験料金
の種類

ピーク需要削減率
（量）の例

Statewide Pricing Pilot
カリフォルニア 2003‐04 2,500 TOU, CPP

13%～27%削減

（緊急ピーク時）

Energy Smart Pricing 
Plan イリノイ 2003‐06

1,500
(2005‐06)

RTP 最大で15%の削減

Automated Demand 
Response System Pilot カリフォルニア 2004‐05

175
(2004)

CPP
43%～51%削減

（緊急ピーク時）

Ameren UE Critical 
Peak Pricing Pilot ミズーリ 2004‐05 545 TOU, CPP

12%～35%削減

（緊急ピーク時）

Anaheim Critical‐Peak 
Pricing Experiment カリフォルニア 2005 123 CPR

12%削減

（緊急ピーク時）

The Olympic Peninsular 
Project ワシントン 2006 112 TOU, CPP, RTP

20%削減

（緊急ピーク時）

Xcel Energy TOU Pilot
コロラド 2006‐07 2,900 TOU, CPP

15%～54%削減

（緊急ピーク時）

Power Cents DC ワシントンD.C. 2008‐09 1160 CPP, CPR, RTP 34%
（夏季緊急ピーク時）

電力中央研究所作成
TOU：Time‐of‐Use, CPP：Critical Peak Pricing
CPR：Critical Peak Rebate, RTP：Real Time Pricing 49



米国のデマンドレスポンスのパイロット
試験から得られた知見

• 平均的には10%～15%のピークカット効果が得ら
れている

• 特にCPPの効果がTOUと比べて大きい（より確実）

• CPPとPTR（またはCPR）では、現時点では、CPP
の方が大きいとは言い切れない

• スマートサーモスタットのような自動制御装置など
DR支援技術があると削減効果は高い

• 家庭用DRの導入は、ピーク抑制が大きな目的だが、
料金節約の手段を提供する、といった別の目的も
指摘されている

50



米国における家庭用DRプログラムの

本格導入状況

• 実際に家庭用のダイナミック料金を提供している電力会
社はまだ少ない。

• 提供事例：
① Gulf PowerはCPPタイプのSelect Programを提供。実施は2000

年から。現在9千件の需要家と契約。ピークカット効果は2.1kW/件。

② イリノイ州の電力会社(ComEd,AIU)はリアルタイム料金を提供。
料金は卸電力価格に連動する。0セントやそれ以下（ネガティブプ
ライス）になることもある。Webで翌日料金を確認できる。

51



おわりに

52

電中研ディスカッションペーパー「総務系担当者のための夏の
ビル節電マニュアルの作成」SERC DP11017



今夏の節電と省エネ(EE)・DR

53

1000
万
kW

H22
最大電力

H23
最大電力

数年後の
最大電力

?

6000万kW

5000万kW

継続可能なEE

一時的にできるDR

無理した節電

（１）これまで体験したことも
考えたこともなかった！
（２）対策コストがよくわかった。

（１）これまで体験したことも
考えたこともなかった！
（２）対策コストがよくわかった。

金銭的インセンティブというよ
りもBCPやCSRといった視点も

重要

金銭的インセンティブというよ
りもBCPやCSRといった視点も

重要
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注1： 契約口数，使用電力量，電力量シェアは平成15年度実績
注2： 沖縄電力供給区域の自由化の範囲は2,000kW以上

契約口数：約630万口
使用電力量：385億kWh（電力量シェア：約5%）

契約口数：約7,000万口
使用電力量：2,597億kWh（電力量シェア：約31%）

契約口数：約27万口
使用電力量：718億kWh（電力量シェア：約9%）

契約口数：約43万口
使用電力量：1,194億kWh（電力量シェア：約14%）

契約口数：約2万口
使用電力量：728億kWh（電力量シェア：約9%）

契約口数：約2万口
使用電力量：435億kWh（電力量シェア：約5%）

契約口数：約0.9万口
使用電力量：2,191億kWh（電力量シェア：約27%）

契約電力概ね2,000kW以上

主な需要家：デパート，ホテル，オ
フィスビル，病院，大学

契約電力概ね2,000kW以上

主な需要家：大規模工場（コンビ
ナート，複数施設を有する工場）

［契約kW］
（電圧V）

［2,000kW］
（20,000V）

［500kW］

［50kW］
（6,000V）

（100～200V）

【低圧電力】 【電灯】

【高圧A（産業用）】

【高圧B（産業用）】 【高圧業務用】

【特別高圧業務用】【特別高圧産業】

契約電力50kW未満
主な需要家：小規模工場（町工場）

契約電力50kW未満
主な需要家：コンビニ，家庭

契約電力50kW以上500kW未満
主な需要家：小規模工場

契約電力500kW以上2,000kW未満
主な需要家：中規模工場

主な需要家：スーパー，中小ビル
（契約電力500kW以上2,000kW未満）

（契約電力50kW以上500kW未満）

特別高圧

高圧

低圧・電灯

セグメント毎に適切
な需要家サービス
を！

セグメント毎に適切
な需要家サービス
を！
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